
「秋田県農林水産部農業関係補助事業に係る第三者委員会」開催要領

１ 日 時

平成２６年９月３日（水曜日） 午後１時３０分から午後３時まで

２ 場 所

ルポールみずほ「しおんの間（３階）」

所在地 秋田市山王４－２－１２

TEL ０１８－８６２－２４３３

（五十音順）３ 委 員

氏 名 備 考

鵜川 洋樹 学識経験者 （県立大学生物資源科学部教授）

太田 珠美 消費者団体等 （一般公募）

齋藤 登則 税理士

髙橋 清悦 経済団体等 （秋田県中小企業団体中央会 専務理事）

吉澤 結子 学識経験者 （県立大学生物資源科学部長）

４ 内 容

秋田県農林水産部農業関係補助事業（強い農業づくり交付金事業等）の実施状況等

について、委員の意見を聴く。

（１）事業地区別の各年度における成果についての評価

（２）その他、事業の効率的かつ適正な執行に必要な事項

５ 事務局

秋田県農林水産部農山村振興課

（関係課：農林政策課、農業経済課、水田総合利用課、園芸振興課、

畜産振興課、農地整備課）

６ 参 考

秋田県農林水産部農業関係補助事業に係る第三者委員会設置要領（別添）
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秋田県農林水産部農業関係補助事業に係る第三者委員会設置要領

第１ 趣旨

別紙に掲げる秋田県農林水産部農業関係補助事業（強い農業づくり交付金事業等〔以下

「事業」という ）の効率的かつ適正な執行を確保するため、事業の実施手続き及び実施。〕

状況について第三者委員会の意見を聴くとともに、これを公開する等所要の措置を講ずる

ものとする。

第２ 第三者委員会等の設置

１ 事業の効率的かつ適正な執行を確保するため、農林水産部内に関係課長をもって構成

する事業管理委員会を設置するものとする。

２ 事業管理委員会に、事業の実施手続き及び実施状況について意見を聴くため、第三者

委員会（専門的知見を有する者であって、県又は関係するその他の団体に属する者以外

から構成される委員会をいう ）を設置するものとする。。

第３ 第三者委員会等の開催及び公開

、 、 。１ 事業管理委員会は 毎年度 事業に係る第４に掲げる事項を取りまとめるものとする

２ 事業管理委員会は、１のとりまとめの結果を第三者委員会に諮り、その意見を聴くも

のとする。

３ 事業管理委員会は、２により第三者委員会に諮って了承を得られた事項を第三者委員

会の意見を踏まえて、農林水産部長に報告するとともに、その内容を公表する。

第４ 第三者委員会に諮るべき事項

事業管理委員会が第三者委員会に諮るべき事項は、次のとおりとする。

１ 別紙の１の（１）について

（１）事業計画と執行状況について

（２）事業地区別の各年度における成果についての評価

（３）別紙の１の（１）の事業において、整備事業のうち経営構造対策については、次

の各号に掲げる事項に関する評価

ア 成果目標に対する達成状況及びこれまでの取組状況(改善計画の策定等の改善措

置を含む)

イ 成果目標の未達成要因の把握・分析

ウ 成果目標の達成に向けた今後の対応方策

エ 事業実施主体 農業者等の組織する団体に限る の収支状況 事業実施主体 農（ 。） （ （

業者等の組織する団体）の収支率について、50％未満が３カ年継続した場合）

オ その他必要な事項

（４）その他、事業の効率的かつ適正な執行に必要な事項

２ 別紙の１の（２）について

改善計画の策定、重点的な指導等、目標及び指標の達成に必要な事項

３ 別紙の１の（３）について

（１）目標及び指標の達成状況について（改善計画の策定等の改善措置を含む）
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（２）目標及び指標の未達成要因の把握・分析

（３）目標及び指標の達成に向けた今後の対応方策

第５ 第三者委員会の組織

１ 第三者委員会は、委員５人の構成をもって組織し、委員は、次に掲げる者のうちから

選任する。

（１）公認会計士又は税理士などの会計の専門家 １人

（２）学識経験者 ２人

（３）経済団体等 １人

（４）消費者団体等 １人

２ 委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。

３ 委員に事故ある時は、その委員を補欠することができる。ただし、その任期は前任者

の残任期間とする。

第６ 委員長及び副委員長

１ 委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選により決める。

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。

第７ 委員会の招集及び議長

１ 委員会は、秋田県農林水産部長が招集する。

２ 委員長は、会議の議長となる。

３ 委員長は、必要に応じ、委員以外の者の出席を求め、意見を聞くことができる。

第８ 事務局

委員会の事務局は、農林水産部農山村振興課内に置く。

第９ 委任規定

この要領に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。

附 則

この要領は、平成１３年１月１４日から施行する。

この要領は、平成１４年４月 １日から施行する。

この要領は、平成１７年３月 １日から施行する。

この要領は、平成１８年２月 １日から施行する。

この要領は、平成２１年２月１３日から施行する。

この要領は、平成２３年９月１３日から施行する。

この要領は、平成２５年６月 ７日から施行する。
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（別紙）

秋田県農林水産部農業関係補助事業について

１ 農林水産省所管の交付金事業（平成１７年度からの事業）

（１）強い農業づくり交付金事業

（２）元気な地域づくり交付金

（３）農山漁村活性化プロジェクト支援交付金
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